
（例規２１） 
陸幕人教第３７６号 
２ ９ ． ９ ． ５ 

   

改正 平成 30年３月 27日陸幕人教計第 192号 平成 31年３月 20日陸幕人教計第 213号 

 平成 31年４月 19日陸幕法第 133号 令和元年６月 27日陸幕法第 68号 

 令和３年３月 12日陸幕法第 101号 令和５年３月 25日陸幕人教第 416号 

 令和６年３月 21日陸幕人教第 268号  

 
陸上総隊司令官 

各 方 面 総 監 
各 部 隊 長 
各 機 関 の 長 
 

                              陸  上  幕  僚  長 
（ 公 印 省 略 ） 

 
 

元自衛官の再任用の実施要領の細部について（通達） 
（補定第２１３号） 

 

標記について、次発人１第１７号（３７．２．８）「元自衛官の再任用の実施要領
について（通知）」（以下「次官通知」という。）によるほか、下記のとおり実施さ
れたい。 
なお、陸幕発１第５８号（３７．３．２）「元自衛官の再任用の実施要領に関する

通達」（例規２１）は、廃止する。 
 

記 

 

１ 再任用の条件 

  元自衛官の再任用に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第５９号）（以下「元自

衛官再任用訓令」という。）第１条により自衛官に再任用する者は、次官通知第４

の定め及び次の各号に掲げる者とする。 

(1) 幹部 

  ア 幹部として１年以上勤務した経験を有し、かつ、職種の初級運用特技以上を

有していた（看護官にあっては、幹部初級課程「衛生科（看護師）」を修了し

た）元陸上自衛官 

  イ 任用期日（採用日をいう。以下同じ。）において、元自衛官再任用訓令に定

める年齢の者 

(2) 准尉及び曹 

殿 



  ア 曹として１年以上勤務した経験を有し、かつ、職種の中級特技以上を有して

いた元陸上自衛官 

  イ 任用期日において元自衛官再任用訓令に示す年齢の者 

(3) 士 

ア 士として１年以上勤務した経験を有し、かつ、職種の初級特技を有していた

（初級特技の設定がない特技については、中級特技を認定される要件を離職前

に具備していた）元陸上自衛官（ただし、退職時に陸士長であった者に限る。） 

イ 任用期日において元自衛官再任用訓令に示す年齢の者 

ウ 自衛隊退職前の任用区分にかかわらず、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５

号）第３６条第１項を適用する。 

 

２ 再任用の上申 

(1) 幹部 

部隊等の長は、再任用自衛官（幹部）が必要な場合には、元自衛官の再任用上 

申書（別紙第１）により順序を経て陸上幕僚長に上申するものとする。 

(2) 准尉及び曹 

ア 防衛大臣直轄部隊等の長は、再任用自衛官（准尉及び曹）が必要な場合には、

元自衛官の再任用上申書（別紙第１）により陸上幕僚長に上申するものとする。 

イ 防衛大臣直轄部隊以外の部隊等の長は、再任用自衛官（准尉及び曹）が必要

な場合には、元自衛官の再任用上申書（別紙第１）により順序を経て任免権者に

上申するものとする。この際、上申を受けた任免権者は、速やかに当該上申書の

写しをもって陸上幕僚長に報告する。 

 

３ 再任用に係る部隊等、採用数及び採用期日 

  陸上幕僚長は、次の各号に掲げる事項について、あらかじめ示すものとする。 

(1) 再任用に係る部隊等 

(2) 採用数（必要により階級及び職種又は特技を示す。） 

(3) 採用期日（４月、７月、１０月及び１月の各１日を基準とする。） 

 

４ 再任用自衛官の募集 

(1) 再任用に係る募集は、陸上幕僚長又は自衛隊地方協力本部長（以下「地方協力

本部長」という。）が行うものとする。 

(2) 陸上幕僚長は、募集要項を作成し、必要な事項について地方協力本部長に通報

するものとする。 

(3) 地方協力本部長は、元自衛官の再任用制度及び応募条件について広報を実施す

る。 



(4) 地方協力本部長は、再任用希望者からの志願票を受け付け、順序を経て陸上幕

僚長に報告する。 

(5) 地方協力本部長は、海上幕僚長及び航空幕僚長が指定する部隊等の長から募集

の依頼があった場合、(3)号の規定を準用すると共に、再任用希望者からの志願票

を受け付け、依頼のあった部隊等の長に報告する。 

(6) 地方協力本部長が再任用希望者に提出させる書類は、次のとおりとする。 

ア 元自衛官の再任用志願票（別紙第２）１部 

イ 自衛隊受験票（自衛官等の募集及び採用業務実施に関する達（陸上自衛隊達

第２３－９号（２３．５．１９））別紙第１５の様式による。）１部 

ウ 返信用封筒（切手貼付）１部 

 

５ 再任用自衛官の選考 

(1) 再任用に係る選考は、陸上幕僚長又は陸上幕僚長が指定する部隊等の長（以下

「選考部隊等の長」という。）が行うものとする。 

(2) 選考部隊等の長は、部隊等の人員充足状況等の実情を勘案した上で、次に掲げ

るところにより選考を行うものとする。 

  ア 第１次選考 

    元自衛官であった際の勤務成績（人事評価の結果又は勤務評定に基づく勤務

成績報告書の評価）、勤務実績等から書類審査により選考する。 

   イ 第２次選考 

(ｱ) 口述試験 

 再任用する階級の職務を遂行し得る資質及び識能について個別面談方式に 

より確認する。 

(ｲ) 身体検査 

陸上自衛官採用身体検査実施規則（陸上自衛隊達第３６－１号（３１．

３．１３））の定めるところにより行う。なお、必要に応じて、陸上自衛

隊航空身体検査及び空挺身体検査実施規則（陸上自衛隊達第３６－７号

（３４．５．１３））により行うものとする。 

 

６ 採用予定者への通知等 

(1) 任命権者は、第２次選考をもって最終合格者を決定した場合には、合格した元

自衛官に対し合格通知書（別紙第３）により通知しなければならない。 

(2) 任命権者は、合格した元自衛官に対し合格を通知した場合は、承諾書（別紙第

４）を提出させるものとする。 

(3) 任免権者は、合格通知書を受けた者又は採用を承諾した者から当該者の事由に

よる辞退の申し出があった場合には、辞退届（別紙第４の２）を速やかに提出さ



せるものとする。 

(4) 任命権者は、合格した元自衛官を再任用自衛官として採用の決定をした場合に

は、その者に対し採用通知書（別紙第５）により通知しなければならない。 

 

７ 職種の指定及び特技の付与 

(1) 職種の指定 

ア 原則として自衛官を退職する際に指定されていた職種を指定する。 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる場合には再任用者の希望する職種とすることができ 

る。 

(ｱ) 再任用者が自衛隊を退職後、特別の資格又は技術を修得し、これに関係の 

ある職種を希望するとき。 

(ｲ) 再任用者が自衛隊を退職後、相当な期間にわたり従事した職業又は職務に 

関係のある職種を希望するとき。 

(2) 特技の付与 

  ア 原則として自衛官を退職する際に保有していた特技を付与する。 

  イ 自衛隊を退職後、特別の資格若しくは技術の修得又は相当の期間従事した職

業若しくは職務に関係ある特技を希望する者は、陸上自衛隊の教育訓練実施に

関する達（陸上自衛隊達第１１０－１号（４０．３．１８）。（以下「教育訓

練達」という。）第２４条第２項を準用し付与する。 

 

８ 再任用後の教育訓練 

(1) 幹部 

   再任用部隊において部隊長計画による補備教育を実施 

(2) 准尉及び曹士 

   再任用部隊において、教育訓練達第２４条第２項に規定する検定を実施。この

際、教育訓練達別冊第２「特技等教育訓練基準」に定めのない特技を保有する者

については、再任用部隊において部隊長計画による補備教育を実施 

 

９ 再任用後の人事管理 

(1) 再任用後の管理期別及び順位については、再任用年度から自衛官退職時階層の

在職期間（任期付自衛官として採用されていた期間を含む。）を遡った年度に昇

任したとみなし、当初は当該年度の最後尾の順位として管理 

(2) 志願票を提出した方面隊等を基準に配置。じ後は陸上幕僚長の定める実員管理

中期計画の規定により人事管理を実施 

 

10 報告 



  陸上総隊司令官、方面総監及び防衛大臣直轄部隊等の長は、毎年４月末日までに、

前年度における再任用の状況を元自衛官の再任用採用者数報告書（別紙第６）によ

り陸上幕僚長に報告するものとする。（補定第２１３号） 

 

添付書類 別紙第１～別紙第６ 

     次発人１第１７号（３７．２．８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第１（第２関係） 

 

発 簡 番 号        

発簡年月日   

 

   任免権者 殿 

 

部隊等の長         

 

元 自 衛 官 の 再 任 用 上 申 書                

      番号については、「年度－方面隊－一連番号」を記述 

（一例 ２９－ＷＡ－１） 

規格：日本産業規格Ａ４縦  

番号  

再任用予定部隊等名（補職名） 再任用予定階級 

  

再任用予定職種 再任用予定特技 

  

再 
 

 

任 
 
 

用 
 
 

理 
 
 

由 

 



別紙第２（第４関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格：日本産業規格Ａ４縦 

 



別紙第３（第６第１号関係） 

 

文書番号 

年 月 日 

 

合 格 通 知 書                

 

選考試験合格者 殿 

 

任命権者 

 

 

元自衛官の再任用選考試験合格通知 

 

  あなたは、元自衛官の再任用選考試験に合格したので、下記のとおり採用を決定す

る予定です。 

 

記 

 

１ 予定指定階級 

 

２ 採用予定部隊等 

 

３ 所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格：日本産業規格Ａ４縦 



別紙第４（第６第２号関係） 

 

 

承 諾 書                

 

 

私は、（元自衛官の再任用の実施要領の細部について（通達）第６第１号による文書番号、

年月日）による採用について承諾します。 

 

 

 

        年  月  日 

 

 

 

   任免権者 殿 

 

 

 

氏 名            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格：日本産業規格Ａ４縦 

 



別紙第４の２（第６第３号関係） 

 

 

辞 退 届                 

 

 

私は、（元自衛官の再任用の実施要領の細部について（通達）第６第１号による文書番号、

年月日）による採用について辞退します。 

 

 

 

        年  月  日 

 

 

 

   任免権者 殿 

 

 

 

氏 名            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格：日本産業規格Ａ４縦 



別紙第５（第６第４号関係） 

 

文書番号 

年 月 日 

 

採 用 通 知 書                

 

再任用採用者 殿 

 

任命権者 

 

元自衛官の再任用採用通知 

 

  あなたを、令和  年  月  日付で、下記のとおり採用することを決定しまし

た。 

 

記 

 

１ 予定指定階級 

 

２ 採用予定部隊等 

 

３ 所在地 

 

４ 辞令交付日時等 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格： 日本産業規格Ａ４縦 



別紙第６（第 10関係） 

  年度 元自衛官の再任用者数報告書 

（補定第２１３号） 

 部隊等名    

職種ごとの特技名（特技番号） １佐 ２佐 ３佐 １尉 ２尉 ３尉 准尉 曹長 １曹 ２曹 ３曹 士長 計 備 考 

職 
 

種 
 

名 

               

               

               

               

               

               

               

               

職 種 合 計               

（
例
）
普 

通 

科 

（例）初級軽火器（11103）            ８ ８  

（例）初級ＡＴＭ（11313）            ２ ２  

               

               

               

               

               

               

職 種 合 計            １０ １０  

部 隊 総 計               

 

  注：職種ごと、特技別に記入 

規格： 日本産業規格Ａ４横 



次 発 人 １ 第 １ ７ 号 
３ ７ ．  ２ ．  ８ 

改正 人 制 第 ４ ４ 号  
１９．  １．  ４  
防人計(事)第１８６号 
２９．  ４．１８ 

 
各 幕 僚 長 殿 
 
                           防衛事務次官 
 
   元自衛官の再任用の実施要領について（通知） 
 
第１ 訓令制定の趣旨 
 さきに昭和 36年防衛庁訓令第 59号をもつて元自衛官の再任用に関する訓令（以下
「再任用訓令」という。）が制定されたが、その趣旨とするところは、自衛官の採用
が自衛隊法施行規則（昭和 29年総理府令第 40号。以下「施行規則」という。）第 24
条の規定により、幹部又は曹の候補生及び特殊又は高度の知識、技術者を除き、一般
には２等陸海空士の採用に限られていて、元自衛官を再任用する場合においても退職
時と同等の階級で採用する途がなかつたから、こうした任用制度の不備を補正し、併
せて補充制度の合理化の一環に資することを図つたものである。しかし、再任用訓令
の制定は、元自衛官が施行規則第 24条の規定により従前のように２等陸海空士、幹部
又は曹の候補生等に採用されることを妨げるものではない。 
 
第２ 再任用の基本方針 
 再任用訓令に基づく元自衛官の自衛官への再任用（以下「再任用」という。）は、
次の各号に定めるところを基本として行なうものとする。  
（１）採用しようとする階級、職種及び特技を考慮し、これに相応する能力の所有者

を採用すること。 
（２）各自衛隊における再任用は、元の所属隊員を優先的に任用するものとするが、

各自衛隊に共通する職種又は特技の隊員であつた者が志願した場合及び採用数
に余裕がある場合には、他の自衛隊の所属隊員であつた者にも平等の機会を与え
ること。 

（３）再任用は、差し当り曹及び士の階級の自衛官について行なうこと。幹部自衛官
について再任用を行なう場合には、自衛官の採用の基準に関する訓令（昭和 30年
防衛庁内訓第１号）又は再任用訓令のうち、再任用をしようとするものにいずれ
か有利なほうを適用すること。 

 
第３ 再任用の数及び任用期日 
１ 再任用の数は、階級及び職種又は特技別に毎年度各幕僚長が定めるものとするが、
曹及び士については必要がない場合には階級及び職種又は特技を区分せずに当該年
度の再任用数を定めてもよいものとする。各幕僚長は再任用数を定めた場合又はこ
れを変更した場合には、すみやかに防衛大臣に報告しなければならない。 

２ 任用期日 
 任用期日は、各幕僚長が定めるものとする。 
 
第４ 再任用の制限 
 次の各号の１に該当する者は、再任用してはならない。 
（１）退職前の勤務期間が１年に満たない者 
（２）施行規則第 27条に規定する身体検査の基準に該当しない者 
（３）退職前の勤務成績が不良であつた者 
（４）予備自衛官又は即応予備自衛官としての勤務成績か不良であつた者 
（５）その他自衛官として職務に必要な適格性を欠く者 
 
第５ 再任用時の号俸 
 防衛省職員給与施行細則（昭和 30年防衛庁訓令第 52号）又は幹部自衛官として採
用された者の初任給の特例に関する訓令（平成６年防衛庁訓令第 10号）の定めるとこ
ろによる。 



第６ 職種の指定及び特技の付与  
 原則として退職時に指定されていた職種及び付与されていた特技又は予備自衛官若
しくは即応予備自衛官として指定されていた職種及び付与されていた特技を指定し、
又は付与するものとするが、次の各号に掲げる場合には再任用を志願する者の希望す
る職種又は特技とすることができる。 
（１）志願者が自衛隊を退職した後、特別の資格又は技術を修得し、これに関係のあ

る職種又は特技を希望するとき。 
（２）志願者が自衛隊を退職した後、相当な期間にわたり従事した職業又は職務に関

係のある職種又は特技を希望するとき。 
 
第７ 採用方法 
１ 採用は、元自衛官であつたときの勤務成績又は予備自衛官若しくは即応予備自衛
官としての勤務成績に基づいて選考により行なうこととするが、必要に応じ口述試
験又は学科試験をあわせて行なうことができる。 

２ 身体検査及び調査は、自衛官等の採用のための身体検査に関する訓令（昭和 29年
防衛庁訓令第 14号）及び隊員の採用時における調査に関する訓令（平成 13年防衛
庁内訓第 13号）の定めるところにより行なうものとする。 

 
第８ 募集及び選考等の担当機関 
１ 再任用にかかる募集は、地方協力本部において、再任用者の選考（試験を含む。
以下同じ。）は、各幕僚監部において行なう。 

２ 前項に規定する機関のほか、陸上幕僚長が指定した部隊等又は海上幕僚長若しく
は航空幕僚長が陸上幕僚長と協議して指定した部隊等は、自隊に再任用を志望する
曹及び士の階級の自衛官にかかる募集及び試験を行なうことができる。 

３ 前項により部隊等が募集及び試験を行なう場合には、その実施状況をその区域を
担当する地方協力本部に通報しなければならない。 

 
第９ 昇任に要する期間の通算 
１ 元自衛官をその退職時における階級と同位の階級に再任用する場合は、当該同位
の階級における勤務期間の全部を、再任用後の昇任に要する期間に通算する。 

２ 前項により勤務期間を通算する場合には、休職期間は除くものとする。 
 
第１０ 現に再任用されている者に対する措置 
１ この要領が施行される際に、元自衛官であつた者で施行規則第 24条第１項の規定
により現に再任用されているものは、この要領の定めるところにより選考を受ける
ことができるものとする。この場合既に再任用されている者の選考ということにな
るので厳密な意味での再任用は生じないが、再任用訓令に基づく選考を受け、適格
と判定された者は、再任用訓令に基づく再任用者に準じて取り扱うものとする。  

２ 前項に規定する者に対して選考を実施する場合は、身体検査は省略して差支えな
い。 

 
第１１ その他 
１ 志願手続及び募集方法については、陸上幕僚長が海上幕僚長及び航空幕僚長と協
議して定めるものとする。 

２ 前頃に定めるもののほか、この要領の実施について必要な事項は、各幕僚長の定
めるところによる。 


